



































































































































































































「（１） ９２種の化学元素からなる物質とエネルギー、そして （２） 技術情報、技術知識 
（ノウハウ）。しかし、ノウハウという富だけは増え続けていく。つまり特定の目的を













































































































































































































































































































３． D． H． メドウズ他（１９９２）『限界を超えて』（茅陽一監訳）ダイヤモンド社












































































































































































































































































  高校生 English Camp１３）
　経営学部 美唄市「美唄サテライト・キャンパス」 １４）
  『〈札幌大学×雪マジ！ １９〉トマム活性化プロジェクト』 １５）
　法学部市町村講座１６）












































　　http： //www． city． sapporo． jp/toshi/saikaihatsu/machiko/jigyo/sapporoeki． html



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 １９７２年   １９９２年→ ２００２年→  ２０１１年
高失業３．０%（全国１．４%）　 　 ４． ３%（２． ２%）　８． ３%（５． ４%）→７． １%（４． ５%）　※国勢１１． ９%
低所得５８．１%（全国平均比）        ６６．８%　　　６９．５%　　　　７３．３%　　（２００９）２００万円












　　　　　　　　　　国家予算総額  　　 ２４６９兆９３１０億円
　　　　　　　　沖縄関連予算総額　　　　１５兆８０６９億円（０．６%）＝基地維持費含む














   ２００５年　　  ２００６年　　 ２００７年　    ２００８年　　  ２００９年　　  ２０１０年　 　２０１１年
７０３億円　　６３３億円　　６０４億円　　４９６億円　　４０２億円　　３６８億円　　３３７億円
※公共事業の県内外発注比率の検証（ザル経済からの脱却→受け皿産業・企業振興策の強化）
















２． 新振興戦略～「３ K経済から新６ K経済へ」
「３K依存経済」の「３K」とは？
　基地　　　　　　　＝戦後は７０%基地依存経済→２００９年　県民総所得の５．２%水準
　公共事業（建設）　＝年間２０００億円超の公共投資　政府沖縄予算４７００億円（９８年）
→２２００億円（２０１０年）
　観光（復帰前はキビ）＝復帰後、急成長した基幹産業　４４万人３２４億円（７２）
→６０９万人４２００億円（０９）
　　　　　　　　　　５６５万人→高付加価値観光への転換　→１０００万人観光の検証・検討
「新６K経済」とは？
　健康　→健康食品（ノニ、ウコン、長命草、天然塩、モズク、月桃などによる食品、医
　　　　　薬品開発）
１品目１億円→１品目１０億円に成長。キビを超える基幹作物に成長中。製薬、
食品開発強化
　環境　→赤土対策、グリーン・ニューディール（環境回復・復元型公共事業）の展開、　
　　　　　サンゴ復元
　　　　　新石垣空港など赤土汚染防止、福島原発にも対応（ゼオライト＝株式会社平仲）
　金融　→金融特区、IT金融ビジネス＝ネット証券
　　　　　→振興策依存では限界。企業主導へ→東京AIM
「なぜ名護市？なぜ沖縄？」（日銀幹部）
「金融鎖国地域に金融特区の矛盾」（日銀那覇支店長）
　研究　→沖縄科学技術大学院大学構想、TTCによる技術開発、ゲノム研究、珊瑚研究、
　　　　　亜熱帯資源開発
※年間予算１００億円、５０人の研究者。
　教育　→専門学校の隆盛、名桜大学の公立公営化、基地内大学の活用、入学定員の５割
　　　　　拡大可能性
・低進学率（大学進学率３４%＝全国５５%）
→県内大学、奨学金拡充
　交通　→モノレール延伸、鉄道建設、港湾、那覇空港沖合展開（滑走路増設）、国際貨
　　　　　物ハブ、クルーズ船
※鉄道、LRTの必要性、嘉手納空港の活用、クルーズ周遊観光対応のバース・
ターミナル整備
第１１回三大学院共同シンポジウム
－ 118 －
特区制度の効果と課題　
・観光特区＝観光施設から「ホテル」を除く理由は？　「利益を上げない施設が対象」 ？
・投資減税は８年で１５億７０００万円
→１３億５０００万円８６%がサンエー「メインプレイス」
・既存ホテルの反対？　増改築にも投資減税、法人税減免の適用は可能か？
・情報特区＝投資減税と法人税減免の巧妙な入れ替え
　　　　　・法人所得税３５%控除の実績なし。
　　　　　　１７３００人の新規雇用、うち６９００人（４０%）非正規雇用
　　　　　・情報不足、人材不足、交通不便、電気・通信コスト高
・自由貿易特区＝使えない減税・減免措置の不自由貿易地域。貿易外の企業も立地。
・分譲価格２６７００円→
　石狩１２０００円、北九州２２５００円、伊万里１５３５０円、相馬中核８１７０円
・コンテナ海上運賃：沖縄
｜
東京間は上海
｜
横浜間の３倍以上
 ・交通不便、賃貸工場の使用料軽減期間が短い、情報が入手困難、インセンティ
　ブ不足
・金融特区＝優遇税制の適用なし＝立地時２０人以上→１０人以上に緩和も効果なし→投資減
　　　　　　税の拡充
 ・なぜ名護、なぜ沖縄？　金融特区は沖縄に必要か？国際人脈、金融プロの不在
 ・名護市辺野古への基地受け入れと引き替えの制度→アメとムチ政策の限界と
　破綻
３． 米軍基地の不経済学～基地依存から脱基地へ　　　
　沖縄は米軍基地依存経済といわれていますが、保守県政の仲井眞弘多知事ですら、米軍
基地が存続することによる経済的逸失利益について「１兆円超」とする調査・研究結果を
まとめています。既存の基地の内外でも投資・経済効果は基地外が２～４倍も高く、基地
経済の「不経済化」が加速しています。返還跡地の発展ぶりも含め、脱基地経済の動きも
加速しています。政府も県民の返還圧力に押され「米軍跡地利用法」（２０１２年）を策定し、在
沖米軍基地の返還に備えるなど環境が変化してきています。基地依存経済から民間主導経
済への転換を志向する沖縄県内の世論の動きも踏まえて、米軍基地の返還促進と効果的な
後利用策の展開を図る時期にきています。
　　基地経済の呪縛
普天間基地（２０２人）＝１収入　２１５３万円　基地外１純生産額　８３４７万円（３．８倍）
牧港補給基地（１１２８人）＝１収入６３１６万円　基地外１〃　 １億４８６２万円（２．４倍）
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４． 沖縄振興の今後の方向性
「安保維持政策」からの脱却→沖縄を日本の成長センターに（軍事基地から経済基地へ）
　「嘉手納かりゆし空港」の可能性
　　　　→軍民共用空港、LCCハブ空港、航空機アジア整備センター
　牧港補給基地
　　　　→浦添副都心、産業・アミューズメント拠点化、セントラルパーク、テーマパーク
　那覇基地
　　　　→物流支援、観光支援（レンタカー基地、ホテル＝台風時対策、乗り継ぎ支援）、
　　　　　離着陸枠
　那覇港湾→アミューズメントパーク、ウォーターフロント開発（海の迎賓館構想など）
　　
「離島苦（島ちゃび）」から「離島パラダイス」へ（ネガティブからポジティブへ）
１６０の「離島県」資源の活用→１６０の離島再調査→海洋資源、鉱物資源、植物資源の開発
離島クルーズ観光と拠点離島の開発→クルーズ観光資源の開発
離島活性化の強化→交通（航路、空路の安定供給）学校、医療、雇用、産業支援の強化
※下地島空港の活用→LCCハブ、航空機整備場、ミニハブ空港など
「植民地政策」からの脱却→依存からネットワーク経済へ（振興開発から成長発展へ）
　低進学率の解消
　　　　→世界一の高進学率・教育立県へ→教育支援の強化（奨学金１００億円×１０年）
　酒税減免策の検証
　　　　→アルコール性肝炎対策　高付加価値化　沖縄ブレンド→沖縄ブランドへ
　モノカルチャー
　　　　→さとうきび政策の強化（TPP対応＝黒糖、エネルギー対応、ラム、和三盆）
　脱米軍支配　　→国内法の適用　対等な日米関係、国民保護への転換
　使える振興策　→１国２制度から１国多制度へ　「琉球政府」時代の振興策の検証
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「日本の辺境の地」から「アジアのアジマー（交差点）」へ（辺境から中核へ）
　ANA国際物流事業の発展可能性→嘉手納飛行場の活用（那覇空港＝２４時間空港の支援）
　クルーズ観光の拠点化→クルーズ船ターミナルの早急な整備
　FTZ拠点の拡大→不自由貿易地域から自由貿易地域へ→TPP対応（平成の「出島」化）
　対中国・アジアビジネスの拠点へ
　　　　→数次ビザ制度の成功　→国際センターの活用、アジアFTZ
米国経済のアジア拠点化（反米・米軍から親米へ）
　ボーイング社の嘉手納整備工場
　ITビジネス拠点→グーグル、フェイスブック、マイクロソフトなどアジア拠点の誘致
　米国商品のアジアショーケース化（PXの活用など）
　米国大学のアジアブランチ拠点→メリーランド大学、シカゴ大など基地内大学の活用
　米観光産業の誘致
（米大リーグキャンプ地、米プロゴルフ、ディズニー、ユニバーサルスタジオ）
　　
誘致から再発見・再支援強化へ（制度依存から規制緩和へ）
　企業誘致から企業支援へ→新規誘致政策から既存企業支援強化への政策の転換・拡充
　観光産業の高付加価値化
　　　→最低価格維持のためのギルド、組合の設立支援（沖縄型観光ギルド）
　沖縄型産業・資源の再調査→鉱物、動植物、人的資源の再調査と活用策
米軍基地利活用構想案　　※「軍事基地」から「経済基地」への転換
　＝「米国の軍事ショーケース」→「米経済のアジアショーケース」へ
観　光＝アミューズメント、映像、映画、音楽、アメリカンフード
〇基地跡地観光＝アメリカンフードなど　米国商品のアンテナショップに
〇映像・映画特区＝ユニバーサルスタジオ、ディズニーランドの映像特化施設
〇ミュージカル拠点施設＝ブロードウエーの沖縄導入、アジアへの輸出産業の拠点に
〇退役軍人向けリゾート整備
医療＝アジアの緊急医療基地、米軍海軍病院の軍民共用（グアムが前例）
〇終末医療、重粒子線によるがん治療拠点、リゾート・エンディング（終の棲家構想）
〇最先端医療の島、アジアでの災害時の救急医療、難病・難治療の治療拠点に
教育特区＝嘉手納・北谷エリア
〇基地内学校の活用
（５大学、小中高校の基地外展開＝収益、社会貢献、国際貢献、米国 PR）
〇教育は「米最大の輸出産業」
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　　→「駅前留学」から「日本国内留学」へ（日米連合大学・大学院大構想）
航空産業＝嘉手納基地を航空メンテナンス基地へ
〇ボーイングなど航空機の定期メンテナンスのアジア基地に　
〇航空機産業の派生ビジネス（部品製造、航空パイロットの育成拠点＝下地島）
 ICT＝キャンプ瑞慶覧、嘉手納基地を拠点に沖縄を情報通信特区に
〇米軍光ファイバー網の使用（ベンチャー育成支援）
〇軍用の衛星放送送受信施設の利活用（新分野開拓）
金融＝キャンプ瑞慶覧を金融特区に
〇暗号システムの活用による金融取引の強化（金融取引ビジネスの基本インフラ）
〇新たな金融取引ツール開発
流通ハブ＝キャンプ・キンザーを物流ハブに
〇国際物流ハブ貨物基地化＝那覇港湾の沖合展開など
自動車＝特殊車両の開発、製造拠点に＝軍用車両のノウハウを活用した新分野開発
〇水陸両用車、山林登坂車両、水中・潜水船
米軍基地の活用　　
〇緑の拠点（植林、街路樹）、貯水・遊水地、ビジネス交流用コンベンション施設の設置
基地従業員を次代の人材バンクに　　
〇資格取得と国際ラインセンス→航空機整備、造園士、情報技術士等
間断無き後利用と軍施設の民間施設転換　
　〇軍用地転用促進法、大規模後利用基金
参考：産業構造の変化と低賃金化の考察
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●　建設業�
●　製造業�
●　情報通信業�
■　金融・保険業�
■　飲食店・宿泊業�
■　公務（他に分類されないもの）�
●　建設業�
●　製造業�
●　情報通信業�
■　金融・保険業�
■　飲食店・宿泊業�
■　公務（他に分類されないもの）�
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パネルディスカッション
○司会
　それではパネルディスカッションに移ります。先ほどからパネラーの先生方に様々な
テーマをいただきました。今回の共通テーマは「産業政策と地域振興」ということで、各
先生方から報告をいただいておりますが、実にその内容は多岐に渡っております。例えば
大城保先生のご報告では、近年私たちが日常生活において感じている様々な疑問に対する
パラダイムシフト、大城先生はシステム経済・シナジェティク経済という表現をされてい
ますけれども、つまり基となる発想や思想自体を見直す必要があるのではないかという提
言をいただきました。そして、札幌大学の小山先生からは札幌の魅力を教わりました。私
もぜひ札幌に行ってみたいと思います。地域や都市について細かく現状を把握された上で、
その強みと課題を明らかにしてくださいました。鹿児島国際大学の富澤先生からは「対中
観光振興」ということで、近年注目されているクルーズ船を題材に、観光は鹿児島だけで
はなく沖縄や北海道においても貴重な収入源でもありますしこれから産業として大きく期
待されるものでありますが、実態ではこのような問題があります、このような課題を提示
できますと言ったように、貴重な経験・示唆をいただきました。沖縄国際大学の前泊先生
からは、１９７２年に沖縄県が本土に復帰してから今年で４０周年の節目の年を受けて、現在の
沖縄県を巡る産業政策のあり方・経緯、そして地域振興の現状と課題、必ずしも政策が当
初描いていたバラ色のビジョンというものがまだ実現されていなくて多くの課題を残して
いる、ということを明らかにしていただきました。このように４人の先生方が多様な方向
から議論されていますけれども、これらはすべて「産業政策と地域振興」に関わってきま
す。それだけ複雑で大きな問題を私たちは問こうとしています。それではここからパネル
ディスカッションに移りますが、今回の報告で、様々な質問をいただきましたので、質問
に答えていきたいと思います。まずは札幌大学の松本先生から、富澤先生と前泊先生への
ご質問です。質問内容は、「観光は特に第二次産業で立ち遅れた地域、その反面、自然条件
に恵まれた地域にとって戦略的に重要なものである。しかし、観光を含むサービス業にお
いては低賃金・長時間労働が指摘されている。この点についての知見を聞かせてほしい」
とのことです。どうしましょうか。では前泊先生お願いします。
○前泊博盛
　それでは私のほうから。質問ありがとうございます。観光産業の部分については、私も
実は新聞社にいたときに「観光植民地」という表現、それから「薄利多売の豊作貧乏」と
いう指摘をしました。その自分の発言がそのままつけとして回ってきて、現在、今沖縄県
の県経営者協会の観光振興委員会の委員長を引き受けるはめになっています。観光振興委
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員会の中で「観光植民地」から抜け出す方法と低賃金の薄利多売の豊作貧乏を克服する方
法について今模索をしているところです。これは実は星野リゾートの星野さんともこの沖
縄国際大学のフォーラムの中で論議したのですが、観光の付加価値率というのは非常に低
くなっています。生産性そのものを見たら、ほかの産業に比べて３割程度だという指摘が
ありました。それは低賃金労働に対しても宿命的に背負っているということになります。
この付加価値については、実は日本に限らず欧米も低いんですが、欧米に比べても日本は
その３割程度だということです。日本の観光産業の付加価値率の低さというか、労働生産
性の低さといったものが指摘をされていました。
　そうすると、この観光産業そのものが宿命的に低生産性、低付加価値という課題を背
負っている産業であれば、それを背負った地域は必然的に低賃金を強いられてしまうとい
うことになります。高付加価値値化を目指すには高価格路線を目指す必要があります。
　先ほど鹿児島の報告でもありましたけれども、そういうねらい方をしていかなければな
らないのではないかということです。消費額の低いお客を入れてしまうと、必然的に安い
賃金で働くことになる。そうならないように高い値段をどう取るか。鹿児島の報告の中で、
中国人客の対応をどうするかという話がありました。実は観光振興委員会の中でも、沖縄
県は脱中国を目指すべきだという議論が出ています。中国人を入れてしまうと安い観光地
になってしまう、という懸念が銀行系のシンクタンクから出ています。先ほどイオンさん
は中国人の対応で通訳までたくさん入れたと言ってましたが、沖縄の大型スーパーの中に
は、中国人がたくさん来るけれども、あえて中国語や中国人観光客向けの特別な対応はし
ないというような宣言をしているところもあるそうです。中国人客を入れてしまうと、も
う低価格化路線に行ってしまって、逆戻り、つまり高価格路線にはいけない、という懸念
だそうです。
　「中国人向けよりも、むしろ欧米の高価格のブランディング化を進めていくべきではな
いか」というような意見も出ています。ただ、流れとしてはどうしても中国からの風が強
くなっています。では、中国からの観光客を受け入れて、それをどう富裕層に広げていく
か。富裕層を引き込む作戦をどう展開するか。その戦略的なものを構築をしていくという
ところに止まっている段階です。
○富澤拓志
　私は実は賃金統計については見ていませんので、これについてちょっとご報告できるこ
とはないんですが、今応対の中で出てきた中国をどう扱うかという問題というのは、これ
はやはり鹿児島の中でも大きな問題になっていると思います。それでご指摘のとおり、中
国人マーケットいうのは非常に価格の低下が非常に厳しいところでありまして、それで実
際、嫌われているというような実態もあるところです。そういうところも含めて、一般の
高価格なマーケットを取っていきたいということで、例えばメディカルツアーであったり
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という方向性を出していこうと。あるいはまたスポーツ、ゴルフ関係というところをいこ
うという段階なんですけれども、それがそれでまた別の何といいましょうか、投資に対す
る回収の問題が出てくるのではないかなというようなところを見ながら、ほかとどう競合
を回避するかというところで、難しい問題にならないかなというふうな見方も実はしてい
ます。というのはメディカルツアーというのは、そもそも鹿児島に固有の地域資源という
のを必ずしも必要としないマーケットだと思うんですね。要するにお医者さんという医療
設備がいさえすればいいわけで、ある意味、落下傘で誘致してもいいわけですよ。そうで
あればある意味、何といいますか、普通の地域産業というところの産業クラスター形成み
たいな戦略の仕方を取って、そちら方向の観光インフラ整備をしていくというやり方にな
るのかなと思ったりしたりしています。いずれにせよ、ここは戦略の分かれ目なんだろう
なというふうに思いながら、私もちょくちょく見ているところではあります。すみません、
こんなところで。
○司会
　はい、ありがとうございます。パネラーの先生方の回答から３つのポイントが見えたと
思うんですね。１つは観光と言ったものが、多くの地域にとっての活性策のポイントと
なっているけれども、しかしながら観光業は低賃金・長時間労働という問題を抱えている。
これが１点。そして２点目は、これは富澤先生の最後の報告の文章でもあったんですけれ
ども、低価格路線で行くのか、それとも高付加価値ブランド重視でいくのかです。私は経
営学が専門ですけれども、マイケル・ポーターの競争戦略でいえば、コストリーダー戦略
つまり低価格でマーケットに浸透していくのか、それとも差別化戦略つまり差別化を図る
ことでよりブランド価値を高めていくのか、どちらかの戦略を取らざるを得ない。つまり
低価格vsブランドのジレンマ、これが２点目のポイントだと思います。そして、３点目は
富澤先生から回答をいただきましたとおり、観光を含めて、その地域を振興していくには
やはり受け入れ態勢。この場合は産業クラスターの形成ですね。どんなに地域の単体のプ
レイヤーが頑張っても地域全体での連携、それこそ大城保先生がおっしゃるシナジー効
果・シナジーを重視したシステムとも関連してきますけれども、この産業クラスターの形
成に課題がある。これが第３のポイントだと思います。よって低賃金長時間労働の問題、
低価格 vs ブランドのジレンマ、産業クラスター形成の課題。この３つのポイントに沿っ
て、パネラーの先生もしくはフロアの先生でも結構です、何か意見がありましたらお聞か
せください。挙手をお願いします。
○砂川徹夫
　貴重なご意見ありがとうございます。沖縄国際大学の砂川でございます。４名の先生方
に、そして沖縄の大城先生と前泊先生にも確認してお願いをしたいんですけれども、沖縄
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の観光ホテル・リゾートホテル、観光客相手の収入と、特に沖縄の場合にはもう本当に結
婚式はホテルのホールでやったりトゥシビーのお祝いをやったり、私の考えるには結構観
光客の収入以上にホテル・リゾートホテルは県内の方々を対象にしたこういった披露宴と
か、いろいろなお祝い事で、あるいは昼だったらランチですね、そういったものの収入が
非常に大きいのではないんじゃないかなと思っているんですが、そのあたりはどうでしょ
うか。それであとは沖縄の場合には結婚式というともう３００名、４００名の大人数のものに
なるんですけれども、他県はそういったものがどうなっているのかなということで。他県
でも結構、観光ホテルでもこういったイベントは非常に多いような気がするんですが、そ
の割合みたいなものはどんなものでしょうか。何か外からの観光客だとやはりいろいろな
状況に影響されますよね。今回の中国のように、あるいは９．１１のように、何か事件がなく
ともそれによって非常に、観光産業というのは外から受け入れる場合に影響を受けるんで
すが。できるだけ地元の方を対象にしたようなものとはどんなものでしょうかという質問
です。
○司会
　はい、ありがとうございます。観光に関することを我々が語るとき、外からどうやって
お客さんを呼ぼうか、そしてどうやって満足させていこうか、ということが語られがちな
んですけれども、先ほど砂川先生のご指摘のように実は地元のお客さんにどのような満足
を提供するかということも大切だと思います。これがなぜ大切になってくるかと言います
と、例えば去年、鹿児島では九州新幹線が開通しましたよね。今年に入って、札幌と那覇
の直行便ができたり、札幌も那覇もLCCの参入によってどんどん海外、県外からお客さん
が来やすくなっています。これは裏を返せば外からお客さんが来やすくなっていると同時
に地元の人たちが外に出やすくなっているということでもあるんです。ですから県内で本
来消費していただろう地元の人たちが、東京や大阪に行ったりしてしまう。そういった効
果の問題からも、やはり地元客へのサービスも大切ではないのではないかという指摘は重
要だと思います。そこでちょっと鹿児島、札幌の事例についてお伺いしたいんですけれど
も、地元の方々へのサービス及び、単に宿泊だけでなく結婚式等々ホテルが取りうるイベ
ントについてどのようなケースがあるのか、お聞かせください。
○富澤拓志
　申しわけありません。ほとんど私、そこの点についてはお話しできる内容を持っており
ません。確かにウェディング関係のアンケートが、結構大きなものがあるというのは私も
見たことがありますけれども、それが今どれぐらいの割合になっているかとかいうふうな
ことはちょっとわからないところが正直なところではあります。ちなみに鹿児島の場合、
国内の旅行社の過半数が実は日帰り観光で、県外観光客の割合が非常に高いというのが特
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徴です。近年の統計を見る限りでは日帰り観光客の観光消費額の１日当たりとか、そのと
きの観光消費額というのは漸減傾向つまり減っている傾向があるということと、それから
県外からやってくるお客さんに関しても、平均宿泊数というのも低下している。これは前
泊先生がご指摘になったことだと思いますけれども、それと同じ現象が鹿児島でも起きて
いるということです。すみません。
○小山茂
　札幌に詳しい方がいらっしゃると思うのですが、ウェディングのほうから先にお話しし
ますと、札幌の結婚式は会費制が多いです。東京では、ご祝儀を友人で３万円ぐらい。親
戚であれば５万円ぐらいが一般的だと思います。けれども、札幌は会費制なので大体１万
～１万５， ０００円ぐらいが多いです。女性の場合はそれに何人かで花束や、記念品を渡す形
になっています。時間帯は夕方やるところも多いです。場所はホテルだけでなく、レスト
ランも利用されています。
　もう一つはお昼の話ですが、札幌のホテルは当然、仕事をする人たちのための昼食もご
ざいますし、有閑マダムという言葉は古いかもしれませんが、時間にゆとりのある女性が
お昼を食べるのに大体９００円から１， ０００円ぐらいのランチがあります。あとは２時から４
時ぐらいまではスイーツ系の食べ放題があります。時間にゆとりがある人たちはホテルで
食事をすることも結構あるのではないかなと思います。
○司会
　はい、ありがとうございます。フロアの先生方のなかで、「いや、このようなケースがあ
る」ことを御存じでしたらちょっと教えていただきたいんですけれども、どなたかおられ
ますか。はい、お願いします。
○衣川恵
　鹿児島国際大学の衣川です。新幹線が全通を大阪までしまして観光客が増えているんで
すが、市内に宿泊する観光客はあまり増えない。それに対しまして、指宿とか、霧島は
ちょっと前に火山があったんですけれども今は大分回復して、そういう有名温泉地のほう
で宿泊が増えていて、いかにして市内のほうに観光客を留まらせるかというふうなことが
課題であるというふうなことを伺ったことがあります。それからまた同時にそういう観光
客を市内に留めて、いかに消費をしていただくかと。そういう課題は大きいと思います。
それから私はちょっと中心商店街のことを少しかじっていて、長崎の浜んまち商店街とい
うのがあって、銀聯カードをあそこが初めて導入したと思うんですが、あそこは大分カー
ドの歴史があって銀聯カードが使える商店も多いんですけれども、集団的にばーっと商店
の中に、日ごろも結構あそこは人通りが多いんですけれども、もう中国人に占められてし
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まって、あとは何かごみがあったりして結構不評もあるんだけれども、やはりそこを
ちょっと注目せざるを得ないということで、長崎の浜の町中心に商店街で頑張っている。
鹿児島はそこまで商店街が銀聯カードを導入して、それを中国人を引き入れようというと
ころまではいっていないようで、ちょっと離れたイオンがあるんですけれども、そこのほ
うに行ってしまう。そしてそれが宿泊するというところまではやっぱりなっていないよう
で、今のところはあまりクルーズ船の中国人観光客が鹿児島経済にどれだけ影響を与えて
いるのかというのは、あまり大きな影響を与えてはいないじゃないかというような感想は
持っています。ただ中国人留学生は割とそこのところに関心があって、私が大学院で講義
を担当しているところで話もしたり、あるいは留学生の研究テーマを見ると結構、中国の
クルーズ船とか、観光客の動向に関するテーマを選ぶ留学生が多いんですけれども、これ
から留学生としてはもっと鹿児島に来ている留学生が鹿児島を中国に広めればもっと来る
だろうと。あるいは台湾に広めれば。台湾と鹿児島は比較的、昔からつながりは結構強い
んですけれども、中国とのつながりをつけようという一つの方向性を出していって、きょ
うは富澤先生そこのところを多分、留学生に火をつけられたんじゃないかと思うんですけ
れども挑戦されたということで。そういう今ご質問された方のようなこともあるので、ほ
かの観光客との比較とか、もうちょっと幅を広げられたらどうかと思います。それからち
なみにちょっと私、個人的な縁で兵庫県の北部のほうにホテルに勤めている知り合いがい
るんですが、先ほどご質問のようにこちらはスキーもできるんですけれども、ビジネスマ
ンも来たりするんですけれども、パックの客とかあまり儲からないと。それに対して地元
の結婚式とか、あるいは何かの宴会とかで、そういうのは非常にお金を落としてくれて、
非常に需要だということを言っておりました。恐らく沖縄とはちょっと違うところもある
かもわかりませんけれども、本土のほうの地方のホテルというのは、やはりそういうとこ
ろはやはり大きいような気が私はしました。以上です。
○司会
　はい、ありがとうございます。先ほどもおっしゃったように商店街も含めて、その観光
やホテルの「点」だけではなくて、周囲の商店街・地場産業を含めて、それこそ産業クラ
スターですね、そういった「面」で捉える必要性があるのかなと思って質問をさせていた
だきました。その兵庫県のパックは儲からなかったということなど、こういった知見をど
んどん集めて、北海道・鹿児島・沖縄の振興策に役立ていけたらと思います。この観光を
中心として考えた場合の「面」、つまり産業クラスターの形成、もしくは地域として、ど
うやって観光を盛り上げていくかについて、前泊先生はどのようにお考えでしょうか。
○前泊博盛
　ありがとうございます。先ほどの質問であったホテルの収益比率ですが、新聞社時代に
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観光ホテルの取材をしました。そのときに宿泊と宴会と食事の３つの収入源があって、宿
泊が大体４割ぐらい、宴会が３割、食事が３割という比率で動いているという話を聞きま
した。宴会と食事の場合には非常に運営コストが高くなる。そこで、沖縄でも５、６年前
に急激に増えたのは宿泊特化型のホテルです。レストランや飲食施設を持たない、宴会場
を持たないようなホテルが一気に増えた経緯がありました。
　格安ツアーの増加で、宿泊費を買い叩かれるという問題もありました。実はパッケージ
ツアーが儲からないというのはその部分です。２万円の部屋代を５， ０００円で買いたたかれ
る。特に沖縄の場合には、旅行代理店など旅行エージェント依存率が９０％と非常に高く
なっています。ほかの地域では５割ぐらいと聞いています。９割もエージェントに依存す
ると、エージェントに逆らうのは困難になる。きつい言い方をすると観光植民地と言った
のはエージェント支配が強いという意味で観光業界の皆さんは使っているのだと思います。
　安売り競争の中で、エージェント支配が強まる。一方で、高価格ホテルも変わってきた
のが北谷町に入ってくるヒルトンホテルは１泊６万円ぐらい。それから新しく入ってきて
いる本土系のリーガロイヤル、そこも５万円から６万円ぐらい狙うという。その５、６万
円の市場が結構増えてきています。１泊それぐらいのもので、宴会場を持たないところで
食事と宿泊に特化した形のものがメインになっていましたが、北谷町に入ってくるヒルト
ンは６万円で更に大型の会議場を持つ計画です。MICEの時代に対応して、高額な観光客、
ビジネスユースにも対応できる施設を強化しているようです。富裕層の獲得のために、ヒ
ルトンが持っている国際ネットワーク、アジアには３１の拠点を持っているそうですが、そ
こから富裕層を引っ張ってくるということを前提にビジネスモデルを計画しています。
　それから産業クラスターの関係で言いますと、観光産業といったものの概念規定がはっ
きりしていません。どこからどこまでを観光産業と言うのか。そこで調べていくとホテル
とか、観光施設については例えば美ら海水族館とか、首里城とか、それから王国村とかこ
ういったものは観光施設というのは分かるけれども、そうでないところまで実は広がって
いるのではないか。例えばレンタカーもやはり観光客が中心なので観光産業に入れてもい
いのではないか。そうしたら居酒屋も。ホテルの近くの居酒屋は観光客が半分ぐらい占め
ている。コンビニも沖縄本島の中部、恩納村あたりにいくと実は観光客向けのコンビニに
なっていて、品ぞろえも浮き輪や水中めがねを売っていたり、日焼け止めを売っていたり
ということで、商品の大半が観光客向けになっています。つまりコンビニも観光業界の範
疇に入ってくるという具合にどんどん広がっています。
　実は今、観光産業について「交流産業」という名前に変えようとことを観光振興委員会
では議論をしています。観光産業そのものが概念規定をまとめる前に広がりが出てきたの、
新たな概念として交流産業にシフトさせようというわけです。ここで、交流産業の産業ク
ラスターの分析、広がりをどこまで概念規定するかというところが、また一つの新しい課
題だと思います。
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○司会
　はい、ありがとうございます。この観光関連の産業クラスターの形成について、もうひ
とかた、大城保先生に聞いてみたいと思います。
○大城保
　私はどちらかといいますと、産業クラスターの形成にあまりこだわらない形で議論した
方がいいと思っていまして、例えば観光関連の産業クラスターと言うより、それをまとめ
て交流産業という方がわかりやすいと思います。交流産業になりますと、何がつながって
くるかということが問題になります。私は全てつながると思うんです。例えばそこで非常
に素敵な人がいれば、その人を求めてくるでしょうし、あるいは沖縄だとすると文化もそ
の一つです。琉球文化の中でも私は一番重要なものは、琉球音楽だと思うんです。琉球音
楽は７音階ではなくて５音階です。その５音階で音楽をつくっていきますと琉球音楽がで
き上がります。総合事務局や大手の企業で沖縄勤務なされた方の多くが「三線」を習って
いかれると聞きます。私は「三線」は全くしませんけれども、「三線」一棹で世界に交流
の輪を広げるように動けるということがあります。それともう一つは空手ですね。空手の
人口は世界中で６， ０００万人から７， ０００万人、場合によると１億いるともいわれています。そ
うすると世界中で空手をやっている皆さんが、その空手の聖地はどこだ、沖縄だといって
沖縄に来る。県立芸大の佐久本先生の話ですけれども、ロシアから沖縄に空手を学びに来
たときに、空手の道着とか空手の用具を全部といっていいほど買っていくということです。
ですから見えないところで人間が頑張っていくことが、多くの人を呼び寄せるような状況
につくり上げていきます。もう一点、沖縄では５年間にいっぺんですけれども、「世界ウチ
ナーンチュ大会」が開催されます。世界のウチナーンチュ大会には、全世界に沖縄の血の
つながった沖縄県系人と言うんですか、世界中から参ります。そういうことを受けて、今
度は若者が、ブラジル、米本国、ハワイ、アジア、そして沖縄の５地域で毎年、世界若者
ウチナーンチュ大会の開催を実行しています。５年後の沖縄開催に向けて頑張っているよ
うです。沖縄が持っている力というものは、私はどちらかというと人の力だと思いますけ
れども、沖縄の力が多くの人を呼び寄せることができることを考えると、必ずしも物的な
ものというのではなくて、そのソフトな人間的なもののつながりをどうつけるのかという
のが非常に大事なのかと思います。例えば平和通りで一番人気のある場所というのは、真
に沖縄らしい場所が人気ですし、そこで皮を剥いだ豚の顔を見せられるとカルチャー
ショックを受けるのかもしれませんが、そういう非常に沖縄らしさというものを徹底して
追求していくことが、沖縄観光の一つの目玉に成るのではと思います。そういう琉球文化
もありますし、琉球の自然もあります。しかしそれだけでは恐らくだめなんです。さっき
ヒルトンホテルの話もありましたけれども、最近の大学院大学もそうですけれども、世界
の最高レベルが沖縄に存在する。最高レベルの沖縄のものがあるのと同時に、沖縄らしさ
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というものは消さないようにすることが大事であると思います。沖縄のアイデンティティ
は非常に強いように思います。琉球の歴史を見ると、例えば、１６０９年に薩摩が沖縄に入っ
てきて、じゃあ沖縄らしさが消えたかというと消えない。廃藩置県後も戦前まで、日本の
文化が入ってきても沖縄らしさが消えない。米軍で２７年間統治されても、アメリカ文化を
吸収して、コザを中心にいわゆる沖縄POPと言うんですかね、何かができ上がるんですね。
つまりいろいろなものを吸収すると同時に沖縄の根っこというのは消えずに、「うちなー
んちゅ」という魂みたいなものはみんなにある。その魂そのものが何か人を呼び寄せる大
きな力になっているのではないのかなという気持ちはします。もう一点は観光との関連で
いきますと、沖縄本島は面積で札幌市と一緒なんです。本島北部の面積が大きいですから、
大体４５％ぐらいが中南部です。その中南部に１１０万人ぐらいの人が住んでいます。１１０万
人ぐらい住んでいますけれども、その中南部に２０近くの市町村があります。札幌市ででき
ることが本島中南部の場合には前に進まないことがあって問題です。その中南部のところ
に１１０万人ぐらい１００万人都市、その中で人が２４時間動くんです。眠らない街でして、午前
２時であろうが３時であろうがタクシーは簡単に拾えるということを考えますと、沖縄の
人の持っているポテンシャルというのは非常に何か大きいものがあるのかなと思います。
ただ問題は内向きの「うちなーんちゅ」と外向きの「うちなーんちゅ」というタイプがあ
りまして、内向きにならずに外向きになっていくということが非常に大事だと思います。
そのような外向きの「うちなー」が多くの人を呼び寄せるということです。ある意味では、
２１世紀の日本の最先端を一周遅れかもしれませんけれども、沖縄が担っている可能性があ
ります。先ほどの物流ハブの問題もそうですけれども、地図で沖縄を東京のど真ん中にお
きますと、近畿、東北まで沖縄県域に入るということを考えると、沖縄の持っている広が
り、その広がりの中で自分たちが何をしようかとすることに対する大きな夢というのが非
常に持てるのではないかなという気はしています。問題はそれをいかに現実にするかとい
うことになります。
○前泊博盛
　今の関連で、実は先ほど言った「交流産業」という言葉というのは、大城先生がおっ
しゃったことがまさにその概念になると思います。「ビジターズ・インダストリー」とい
う表現がこれまでの観光産業にもありました。来訪者が来てそれで産業が生まれてくる。
それを突きつめていくと人の交流です。人の出会いとか、交流によって、いろいろ産業化
していく。消費が生まれてくる。というところでの「交流産業」という形です。観光産業
が、実は観光という従来の枠には収まらない、全ての沖縄の産業に関わっているという意
識を持たそうというのが、実は交流産業という発想です。地域全体が関わる観光というの
は実は観光産業、ホテル産業だけが儲かっているのではない。ホテルで泊まって、消費を
するのはコンビニも居酒屋もレストランも、それから市場も、レンタカーも、村々の民泊
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までも含めていくと、そういう人たちまで含めて観光は広がり、関わりが広い。農産物も
含めて地産地消にもつながる。そういう点では、１次産業から３次産業までの連関を含め
た６次型産業の議論もされます。そこまで含めて包括的なものが、いわゆる観光だろうと
いうことで、それを交流産業という名前にして、もう少し全体で取り組めるムードをつく
ろうというような動きです。交流産業の概念規定ということで、大城先生はまさにそれを
表現してくれたような気がします。
○大城保
　ちょっといいですか。沖縄で一番面白いのが、鹿児島・北海道はどうでしょうか、沖縄
にFMラジオが非常に多いんですよ。全部で１１地域。要するに地域エリアです。例えば読
谷ですと読谷周辺にしかつながりませんけど、読谷の情報も全部発信する。糸満はたまん
があったり、そのFMが非常に盛んによく聞かれる。何で沖縄はこんなにFMが多いのと
いう。そこで地域の人たちが来ていろいろな形で情報を発信するというケースが増えてき
ていますので、それも一つの面白いものだなと思ったりもしています。各地域に宮古は宮
古に、石垣は石垣という各地域にFMができて、FMづくりの競争というふうな雰囲気に
なっています。
○小山茂
　札幌もFMは多いです。大学の宣伝が今すごく多くて、大学の事務局を呼んできて、
ずっと昼間流しています。誰が聞いているのかなというぐらい。高校生は当然高校に行っ
ているはずですが、その時間帯にうちの大学はこういう入試ですなどの説明が行われてい
ます。同じ時間帯に複数のFMで同じ大学の宣伝をしていることもあります。
○富澤拓志
　コミュニティFMは鹿児島にもいっぱい最近どんどん増えておりまして、大隅のほうに
もありますし、薩摩半島、それから大口、伊佐、それからもちろん奄美には数個あります。
勿論結構若い人がやはりやっているというのが面白いなと思ってまして、何といいますか
その人たちが自分たちの人的なネットワークを広げながらそれをどんどんつながっていっ
ていて、いわゆる何というんでしょうか、昔で言うとアンダーグラウンドと言いますか、
そういうちょっとサブカルチャーと言うんでしょうか、そういうようなものとつながって
結構面白い動きになっているなと思って見ています。私の知り合いもいろいろそれで絡ん
で、今度、薩摩川内市に１個新しいのをつくるというふうに言っている人がいまして、彼
となんか面白い仕事ができたらいいねという話をしているところです。はい、ありがとう
ございます。
第１１回三大学院共同シンポジウム
－ 133 －
○司会
　なぜかFMの話になってしまいましたけれども、大城保先生がおっしゃっているように
観光について考えていくにつれて、例えば商店街だとか、例えば音楽だとかそういった
諸々のコンテンツも含めて、様々なものがつながっていくんですね。それもおそらく大城
先生のおっしゃるシステム、つまり私たちは「点」ではなくてシステムとしてつながりを
捉えていかなければならないといったことが浮き彫りになったような気がします。観光で
すとシステムとして捉えるならば、商売として何を生み出すのかということで、地域ブラ
ンドというのは一つのポイントになると思うんですよ、「面」として捉えるならば。そこで
次は沖縄国際大学の村上了太さんからのお便りです。ちょっとラジオ風に言ってみました。
「魅力ある札幌を支えていくために特定産業（全体でもOKです）の果たす役割について、
ご教示ください。つまり１、２、３の各産業、または個別産業などの農工商連携と大学の
コラボとかありますでしょうか」。村上先生、この１、２、３というのは何なんでしょうか。
○村上了太
　１次、２次、３次です。
○司会
　つまり第１次産業、第２次産業、第３次産業の各産業、またはこれら個別産業などの農
工商連携と大学のコラボとかありますでしょうかという。これは小山先生に対する質問で
す。
○小山茂
　ご質問ありがとうございます。最近テレビで紹介されたと思いますが、北海道の酪農家
の方々が、牛から乳を採って、それを第２次産業で加工して、それを店舗販売する。今、
タイなどの海外で販売されているようです。それが６次産業とされています。札幌ではス
イーツのまち札幌にしようという動きがあり、「きのとや」というお菓子屋さんが会長とな
り、スイーツ王国を。理由は北海道の牛乳、大豆、小豆など、いろいろな形で農産物は非
常に特化しています。私もそういう話を聞いていて、どこと比べるのかというと、「きのと
や」の長沼社長はフランスと比べているんです。フランスはスイーツで観光客が来るのに、
札幌にスイーツを食べに観光客が来ないと。これをどうにかしたいということで、先ほど
地下通路の話をさせていただきましたけれども、その上部の札幌駅から大通りまでの道路
を、スイーツ通りというのをつくるという予定もございます。そこに観光客を集める。先
ほど言ったように酪農家の方々は非常に大変で、生キャラメルとかそういうのも一時期流
行りましたが、あのような形で１次産業から自分のところで加工をして販売までする。販
売の努力もいろいろなところと提携しながらやっていくということで、商品のブランド、
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先ほど岩橋先生が言われたように、ブランド価値が高ければ値段が高くても買ってもらえ
る。タイでは普通のケーキの倍ぐらいの値段でも売れる。付加価値があるというのが北海
道の強みではないかと感じています。当然、皆さんもわかると思いますけれども、北海道
の乳製品を使いましたとか、本州でもいろいろと北海道産を使って商品をつくるというの
が売れています。先ほど言ったように「きのとや」さんの場合は、ケーキも道内ではなく
て、道外に販売するというようなこともやり始めました。生菓子も北海道外に進出すると
いうような形です。今は冷凍技術というものが進歩してきたということもあって、そうい
う意味では地域ブランドをそのまま日本全国あるいは世界に向けて発信するということが
できるのではないかと思っています。
○村上了太
　補足と言ったら怒られるんですけれども、ちょっと時間の関係お答えきれなかったと思
うんです。先ほど前泊先生が基地と関連とかというお話があったんで、それをちょっと思
いついて、もう一つ質問をさせていただきたいんですけれども、やはり沖縄で基地ときた
ら、北海道と鹿児島でありました原発だと思うんですね。北海道の泊原発、鹿児島も薩摩
川内原発とありますね。先ほど前泊先生も基地とある程度、経済をミックスさせたお話を
していただいたので、せっかくですんで北海道泊原発と札幌といいますかある程度。どう
ですか、経済は。少し幅広くでも結構ですし、あとは薩摩川内原発と鹿児島経済とか、や
はり今日のテーマは産業政策であって、観光政策ではありませんので、いろいろな面から
産業的なアプローチがいいと思ったので、残り１８分ぐらいですか、ちょっと知見をいただ
ければと思います。お願いします。
○小山茂
　ご質問ありがとうございます。泊原発について、札幌は泊から７０キロ圏内です。東北の
震災の３０キロと比較すると７０キロなので、少し安心できます。今はもう冬、やはり北海道
は電力不足ということで、７％カットをしています。そういう意味で原発自体に賛成か反
対かというのは非常に難しい問題だと思います。やはり時期ですね、代替エネルギーとし
ての確保というのが本当にできるか、今回も爆弾低気圧だとか、あるいは火力発電ができ
なくなったときに、冬の電力不足は、人が死んでしまうと思います。人が死んでもいいの
かというと、さっき大城先生が言われたように、そういう自然の循環からすれば死んでも
当然ということもあるかもしれませんが、そこら辺はどういうふうにエネルギーを確保し
ていくかということがあるので、ある意味今の段階で止めるというのは、私はちょっと早
いかな、もう少し考えてやったほうがいいと思います。当然、泊の原発自体が津波の高さ
より高い壁を建設して、守るということもできると思います。そういう意味では少し考え
どころかなと思います。何十年後かにはやはり代替エネルギーの供給とか、ガスも当然、
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日本にもいっぱいありますので、そういうものを利用するというのが一番いいのではない
かなと思っています。ちょっと答えになったかどうかわかりませんけれども。
○富澤拓志
　川内原発の件ですけれども、私が知っていることと、あとひょっとすると多分、鹿児島
から来られている先生方で多分補足されることがあるんじゃないかなと思いますので、そ
こはお願いしたいと思うんですけれども。川内原発があるところは、鹿児島市内からは若
干離れてはいるんですけれども、一部鹿児島がかかるところがあるのでちょっとぴりぴり
しているところもあると思いますが、経済効果という面から言いますと、薩摩川内市の中
心商店街の人たちと私ちょっといろいろ関係がありまして、そこでこの震災以前に３号機
増設の話が出たときに実は非常に複雑なんだよという話を聞いたことがあります。という
のは、もちろん電源のお金というのはものすごいのがありまして、実はそれが地域活性化
のために貴重なお金として実際に回っているという現実がある。実は薩摩川内市に大きな
お祭りがあったり、大きなイベントがあったりするんですけれども、それを支えているの
は市の職員です。それの市の職員が人的な労力を発揮して、コスト的なところは電源のお
金で見ているという状況があります。これをどうしたらいいんだということですね。それ
ともう一つはメンテナンスとそれから増設に関する人員の増加を当て込んで、既に何年も
前からビジネスホテルが実は川内駅前にいっぱい建っています。作業者向けの宿泊施設と
して、それをどうするのかという問題が。でも本当にあってもいいのかなと思うんですよ
というふうに言われた商店街関係者の方がいるんですね。結構、実は地元のいろいろな意
味で複雑なしこりになっているのは事実だろうというふうに私は思います。私の立場がど
うかというのをここで言ってもしょうがないのかなと思うんですけれども、私はなくても
いいんじゃないかなと思っています。ただ、一週間ぐらい前に九州電力から値上げの連絡
がありまして、８．９％でしたっけ、何かそれぐらいの値上げを来年４月からやりますから、
「どうぞ、よろしく」というのはきておりまして、これがいわゆる脱原発に係るコストが
全部そこにかぶっているのかどうかというと、そこはかなり微妙な実は問題があるという
ふうに何かで読んだこともありますけれども、それも一つの現実なのかなというふうに
思っています。もし、何か補足があれば先生方お願いしたいんですが。
○衣川恵
　鹿児島市内から約５０キロ西ぐらいに川内原発がありまして、非常に過疎なところでそれ
で恐らく受け入れたと思うんですけれども、川内原発が止まったことによりまして非常に
関連産業で働く人たちも失業というか仕事がなくて。私は最近、川内高校から授業を出張
で行っているんですけれども、校長先生が言うには最近は高校に行くにも大変だと、そう
いう生徒を大学に入学して来いとしてくれと言ってもちゃんと意味のある教育をして、
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ちゃんと仕事に就けないと送れませんよという校長先生から言われるんですよ。非常に過
疎なところで厳しい影響が大きいと思います。しかし、あそこは断層もちょっと端のほう
が断層にかかっているようでして、あまり全国ニュースになっていないんですが、ちゃん
ときちんと調べていただかないと危ない原発の一つではないのかなという気がしておりま
すので、第２原発をつくるということでしたけれども、それはやめてもらって、きちんと
調査していただきたいということと、それから最近、代替エネルギーで太陽光発電のパネ
ル。大型パネル、全国一のパネルを広いところに建設したとか、そういうニュースが多い
んです鹿児島市内で。確かに南のほうで沖縄ほどではないんですけれども、日光が強いと
ころがあって、しかし結構県外の大企業なんかが参入してきて、イオンなんかも大型スー
パーもそうですけれども、結局、本店に金を吸い上げてしまうと。消費税とか、あまり税
金も納めなくて、何といいますか地域の通貨が、大企業が立地する東京とか、そういうと
ころに吸い上げられてしまっているのではないかと。そういう傾向がさらに強まるとさら
にまた地域が衰退する可能性もあるので、代替エネルギーも地元も少しはつくっているん
ですけれども、これは税金の話になると思うんですけれども、その税を例えば、ちょっと
話が飛ぶかもしれませんが、大型ショッピングセンターはそこの住んでいる人たちがお金
を払うわけですから、税金も当然販売したところにまず落とすのが基本でして、ところが
今はそうなっていない。そういう税制の抜本的な改革も必要だと。さらにまた言わせてい
ただけると中心街はものすごく高いですよ、固定資産税がね。準工業地域、イオンとか
建っているところはめちゃくちゃ１０分の１ぐらい安いんですよ。すごく儲けてね、税は本
店のほうに持っていってしまって、一生懸命やっててもあまり儲からない中心商店街から
たくさん税金を取っていると。こういう構造も全国的にぜひ変えていくという声を上げて
いただきたいと。ちょっといらんことを言ったかもわかりませんが。
○有山道夫
　鹿児島国際大学の有山と申します。今、原発に関してちょっと補足をしてくれというご
要請でしたので、私が印象に残っている非常に興味深いデータがあります。それは地元の
メディアが先ほど出ました３０キロ圏内の市町村を含めて、鹿児島県全体でアンケートを
取った結果でありますけれども、驚きましたのはこの３０キロ圏内にある市町村といいます
か、町村の支持率が高いんです。ところがそこから離れるに従って例えば鹿児島市あたり
の６０万人ぐらい住むそういうところに至りますと３割ぐらいとかに落ちてくる。この３０
キロ圏内の市町村は５割超えるんです。そういうことで私はびっくりした印象を持ったこ
とがあります。参考にしていただければと思います。
○大城保
　原子力発電に関連する話ですけれども、私は原子力発電というのは短期的に議論する問
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題ではないと思うんです。今まさに問題となっていることです。短期的にみれば自分の生
活がかかり明日失業するかもしれないということになってくると、恐らく議論百出で全く
まとまらないと思います。短期的な議論と長期的な議論は、はっきりと分けて考えないと、
問題は泥沼化すると思うんです。私は先ほどの話もそうですけれども、非常に長期的に物
を見ようとするくせがあるものですから、長期的に見ますとこの原子力発電所というのは
日本の自然観の真逆のものなんですね。つまり日本の自然活用は、江戸時代まで一年単位
で、例えば和紙も一年草ですべて全部つくっています。つまり一年間の自然循環の中でこ
れは最大限に活用するというのが江戸時代までの日本の自然観だと思います。ところが原
子力というのはそこに村であれ、どこであれ、もし設置とすれば、何百年、何千年、何万
年、何十万年という議論になるんです。ですから日本の自然観からすると真逆のものです
から、長期的には、ましてや地震大国の日本で原子力発電というものはだめだというのが
論理だと思います。それと今度は逆に、つい最近本当にこれが日本的自然観だというのが
山中教授の iPS細胞です。これは日本という国が受賞したノーベル賞なんだという。なぜ
日本的自然観かといいますと、ES細胞は受精卵を壊して作製するんです。受精卵は生命
体ですから生命体を殺すということになります。ところが iPS 細胞は、例えば心臓の細胞
でもその細胞を機能分割するところまで戻してきて多機能化させるということを考えれば、
その細胞分割の生命の循環の一番基本のところまで戻して、それを例えば心臓だったら心
臓、それぞれの機能分割をしていくというような考え方。これはまさに日本的な自然観の
問題。そうすると我々は日本のいわゆる自然環境を含めて、うまく循環させる仕組みとい
うものを日本の中にどうつくりあげていくかというのが、我々に課されている大きな非常
に長期的な課題なのかなというふうに思っています。
○司会
　はい、ありがとうございます。今回の共通テーマは「産業政策と地域振興」ということ
で、産業政策のホットイシューの１つである原発問題について様々な意見を語っていただ
きましたが、先ほどの観光に関する報告でもありましたとおり、やはり地域のつながりが
大切だという一つの知見があった一方で、そして地域の中でも商店街を盛り上げようとし
ている一方で、実際には利益が県外資本のイオン等のショッピングセンターに持っていか
れてしまうといったジレンマ。そして、地域のブランドをつくっていこうとしている一方
で、実際には低価格戦略のチェーン店に利益を奪われているというジレンマ。つまり地域
にとって「つながり」が大切だと言われながら、沖縄の言葉では「ゆいまーる」とも表現
されますけれども、実際に蓋を開けてみれば様々なプレイヤー間の利害対立があると思う
んですよ。いわばこの利害対立、言い方を変えれば二極化でもありますね。片方はリーガ
ルロイヤルホテルのような高級ホテルが進出する一方で、もう片方ではあやしげなゲスト
ハウス等々が増えている。こういった利害対立と二極化の問題に対して、例えば iPS 細胞
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も含めて人間の生物としての恒常体においてはすべてがうまく機能しているという。でも
これはですね、たとえば人間の体は、毒を取り入れたら毒が全身に回らないように、毒を
取り入れた細胞が自ら死ぬんですよ。細胞分裂の過程において、もう不必要になった細胞
は自ら死ぬんですね。ところが人間社会においては、そういった企業・産業といったもの
が、自ら死んで社会の新陳代謝を促すのではなく、むしろ既得権益を行使して新しい産業
をつくらせないようにしている。そういった利害対立や二極化の問題もいろいろ関係する
と思います。こういった問題について、もうひとかた質問を紹介したいと思います。鹿児
島国際大学の衣川先生からの質問です。これは前泊先生への質問なんですけれども、「自
由貿易特区について成功していないという話のようでしたが、その原因はどこにあるので
しょうか。また、どう改善すればよいと考えられますか。事例を少しご教示いただけると
幸いです」との質問です。お願いします。
○前泊博盛
　ありがとうございます。沖縄の自由貿易地域は、自由貿易特区も含めて、自由貿易地域
としてつくったのに、「不自由」貿易地域と言われるぐらい使い出や評判が悪い。例えば具
体的に牛肉の輸入を自貿に入れたら、関税を取らない、あるいは減免をするというところ
で特区措置があるはずですが、実際に入れようとしたら、許可に必要な手続きが煩雑で、
使えない。制度を活用しようとすると、制度で減免される税金よりもたくさんの資金が必
要になる。それから中城にある中城湾港の自由貿易特区に行けばわかりますが、「自由貿
易」特区にも関わらず貿易に必要な外国貿易のための港がない。内航船用の小さな港はあ
るが、外航船用の港がない。これはどうやって貨物や商品を外国に出せばいいんだろうと
いう話になりました。いま、政府は一生懸命、外航船用の港をつくろうとしています。水
深の浅い海域ですから、港を作るには、航路の確保のために浚渫が必要になります。その
浚渫土砂の捨て場がないということで、今度は自由貿易地域の隣の海域にある泡瀬という
干潟に浚渫土砂を捨てることになった。この「捨てる」ということを言うと都合が悪いの
で、泡瀬海域の埋立事業という形で別の事業として立ち上げています。これは市町村・県
の事業として、国が逆に言えば自貿地域の港をつくるために、浚渫土砂を捨てる場所とし
て新たな自治体の事業をつくらせたというようなニュアンスもあります。
　そういう港もないのにどうして自由貿易という制度を作ったのか。これまで、那覇にあ
る自貿地域の場合も同じように法人税の減免とか、投資減税などを目当てに多くの企業が
入居してきましたが、その多くが撤退に追い込まれています。
　貿易というが、何を輸入し、何を輸出すればいいのか分からない。自由貿易制度はつく
られて貿易用の倉庫も設置されたけれども、貿易のノウハウがない。それでは体裁が悪い
での、自由貿易地域に入った企業の中には実績をつくるために国内の荷物を自由貿易地域
に入れて、そして国内向けに出荷する、というアリバイ作りのような行為までしていまし
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た。自由貿易地域に荷物の出し入れはするけれども、外国から持ってきた例も外国に出し
た例もどんどん減っていって、最終的には外国からの搬入・搬出はゼロという事態まで追
い込まれていきました。何をもって自由貿易地域をつくったのか分からない。そういう形
になりました。
　同じく、これは観光特区の場合もそうです。観光特区では、観光施設の建設をすると投
資減税や法人税の減免措置などが講じられる。当然、観光施設といえば「ホテル」が入り
そうですが、肝心のホテルは減免対象外とされている。不思議な話です。
　それから情報特区についても同じです。法人税の減免措置や投資減税もあるというので、
コールセンターやサーバーファームなどが立地します。ところが、実際に立地してみると
固定資産税と法人税の減免措置の適用にあたって実際には使えないような規定や仕組みが
あって、減免措置がほとんど適用されていない。すぐに利益のでない大型の設備投資をす
るところには固定資産税の減免が効くのに、なぜか利益に対する法人税の減免措置が適用
される。逆に、設備投資がいらないコールセンターのようなリース物件、リース機器で事
業が始められて利益がすぐに出てくるような事業には、いらないのに固定資産税の減免措
置が効く。そいう「告発」が沖縄県庁からでていました。制度のねじれです。これが非常
に大きな問題です。
　政府の沖縄振興策、沖縄振興特区は、なぜ使えないような形にされてしまうのか。私は
学生たちに例えで言うんですが、「車が欲しい」「車が欲しい」と子供が言うので、親は「しょ
うがないな」ということで車をくれるんですが、よく聞いたらその子供は運転免許持って
いない。免許もない子供に車をあげる親ってなんでしょうか。これは結局、５年間、１０年
間たっても車が動かないので、おかしいと思ったら、免許がなかった、という話です。国
は免許がないことを分かっているのに、車をあげているんじゃないか。特区制度や振興策
をみていると、そんな印象を受けます。
　先ほど紹介できませんでしたが、なぜ地域振興策がうまくいかないかという部分で、１０
年前にも中央官僚から内部告発のメモ、メールをもらったことがあります。今回も官僚と
関係する人からメールが入って「沖縄担当ではないという前提です。沖縄関連のプロジェ
クトの特区とかは政令レベルで骨抜きにしているというよりは、振興計画の当初から、こ
れは官僚が言っているが、うまくいかないことはほぼ分かっている。けれども政治的に決
まっている話なので、うまくいくかのような体裁を取っているだけだ」という本音を伝え
られました。今回の新しい沖縄振興計画も、計画づくりの段階で、既に失敗を織り込んで
いるという告発です。「政令よりも前の基本計画の段階となると、沖縄側もそれを前提に
しているということになりそうです。沖縄の指導者、知事たちも沖縄の自律を前提にして
いないということになりそうです。とするならば沖縄骨抜き計画は本土政府と県執行部の
共犯ということになります。現知事は組みやすいけれども、やり手というのが内閣府の評
価だそうです。基地の存在を利用しているのが見えてきました。沖縄の真の自律にはまず
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このような執行部を刷新することかもしれませんと。それでも沖縄側も騙されたふりをし
て本土の政府を騙すぐらいの狡猾さが必要なのでしょうか」という告発です。
　沖縄振興策については、常にこういうやりとりがあります。ちょっとメディアがいると
困るので発言を控えていたのですが、いないので安心して発言をしました。こういう形で
地域振興政策といったものがなぜ骨抜きにされなければならないのか。前にも報告をしま
したが、基地の絡みで振興策をやるという沖縄の振興策の限界ですね。つまり沖縄が本当
に地域振興をしてうまくいくと米軍基地を追い出しかねない。そこで「安保維持政策」と
しての地域振興策という指摘があります。こういう問題からどう抜け出すか。原発の問題
に関わります。原発も原発を置いてくれているから振興策が下りてくる。いわゆる「原子
力村」「原発村」と「安保村」との共通点が指摘される部分です。そういう振興策のあり
方では、本来の地域政策にならない。産業振興策としては原発政策や基地政策、安保政策
とは全く別のところで地域政策をしっかりと考える必要があるのではないかと思います。
そのあたりの課題、現状分析も含めて、研究の側からは提案をしていく必要があるのでは
ないかと思っています。
○司会
　はい、ありがとうございます。自由貿易特区について前泊先生からの見解をいただきま
したけれども、この自由貿易特区もしくは産業政策のホットイシューにつきまして、フロ
アの方もしくはパネラーの先生方から何か意見はありますか。この政策がなぜ骨抜きに
なったのか。その政策が生まれた過程においては、その政策を通じて地域振興に役立てよ
うといった意図はあったはず。にも関わらず、実はうまくいかないことは分かっているん
だよねと吐いてしまう。それはつまり、特に沖縄は基地という問題が深く関わっています
けれども、政策もしくは処方箋を処方しようという段階で様々な利害団体もしくは利害を
持つプレイヤー間の調整をしていったために、文言は総花的に素晴らしく良いものなんだ
けれども、何にでも効く薬は何も効かないというのと同じように、結局役に立たない政策
になってしまったのではないかなと思います。こんなふうに、やはりつながりといったも
のを重視する一方で、実は私たちの中にも様々な利害対立といったものがあって、どの利
害に立脚をすべきなのかについて、ある意味政治的決断を迫られていることもあるのでは
ないかなと思います。
○衣川恵
　先ほどのご質問に対してお答えいただきどうもありがとうございました。ただ、もう少
し広く考えてみると経済特区で地域を振興するとか、あるいは日本経済を活性化させると
かということで、基地対策というふうなものではない政策も出されましたよね。そのあた
り、例えば福岡のほうに何か埋立地をつくって何かやるとかあったと思うんですけれども、
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そういうことについて何かあまりうまくいっていないような気がするんですけれども、本
当にそういうことで日本の経済を活性化しようとかあるいは地域を振興しようと、政府と
か官僚とか、霞ヶ関ですけれども、本当に考えているんでしょうかね。
○司会
　ほかのフロアの方も、またパネラーの先生方も発言ありますか。重要な問題提起にもつ
なげられました。どうぞ。
○田口順等
　その政策の立案のところについてですけれども、産業情報学部の田口と申します。以前、
観光政策の現場の話で例えばクルーズ客船の誘致のお話がありまして、その際に担当者が
３年で変わってしまうので、結局そのときにクルーズの専門家が振興協会や政策当局にこ
ういう問題がある、こういうふうな改善をしたらいいというふうにそういうレクチャーや
意見を申し上げても、結局、それで１年目は分からない、２年、３年といってようやく分
かった段階で、次のところに配属されるというふうな問題がありまして、なかなか政策メ
ンバーでも現状を把握した段階でも次にいく。そこで結局、３年でかわるという状況では
責任の所在もあいまいになりますし、詳しい人が蓄積されないというふうな現状になって
います。これはこれで、じゃあ５年、６年いればいいかとすると、そうするとまたそこで
汚職とかという問題があるからなかなか、ローテーションで変えざるを得ないという現状
になっているのではないかという。観光とかはこういう現状であるということをちょっと
申し上げたい。
○司会
　はい、ありがとうございます。担当者が変わってしまうということは大きな問題だと思
います。つまり何か政策立案し実行していくのであればノウハウや知識が蓄積されていく
べきであるはずにも関わらず、その担当者が変わってしまうばかりに継続されない。だと
するならば継続して、その政策なり地域振興に携わっていくキーパーソンといったもの、
それをどうやって各地域が育成していくかということが、大きな鍵になるのではないかな
と思います。聞いていて思ったんですけれども、霞ヶ関は何をやっているんだ、政府は一
体何をやっているんだ、というご意見もあったと思うんですけれども、ある意味官僚にそ
れを求めるのは酷だとも思うんですね。様々な利害対立があるとするならば、その利害を
調整したり、どの利害に密着するかというのは政治家の役割であって、結局政治のリー
ダーシップの不足といったものもやはり大きく関わっていくのではないかなと思います。
この産業政策について、よろしいでしょうか。
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○大城保
　よろしいでしょうか。先ほどの政府との関わりと政策なんですけれども、非常に小さな
事例ですけれども、今は日田市になっていますが、大分県で大山町という小さな村があり
まして、その大山町の矢幡町長がどういったことをやったかといいますと、要するに政府
の方針に逆らって政策を実行する。例えば予算の３分の１を一事業に配分すると、これは
県または国から必ず行政指導がはいります。県や国の官僚対策に専従の職員をつけて対応
している。常識的にはあり得ない話ですが、八幡町長はそれをやっています。それを考え
ると、地域で自分たちが本当に実現したいことを覚悟を持ってするのであれば、国や県、
その他いろいろな指摘に対応するだけの力を自らのところにつける努力をする必要が一番
大事なのかなという気が、今話を聞いてしました。
○富澤拓志
　すみません、私、工業集積関係の事例を追っかけているのが実は私の専門なんですけれ
ども、そちらのほうでいわゆる自治体の産業振興担当の話ですね。成功しているところは
おしなべて、産業振興担当の人は長いこといます。例えば鹿児島県にもそういうふうに産
業畑で１０年以上同じところにいる人がいます。東京にもおりますし、東大阪、長野県、い
ろいろなところに基礎自治体のレベルでそういう人がいます。そういう人たちは実は地域
のキーパーソンになっているような、製造業関係だったら製造業関係の何人か長老と言わ
れるような人たちから若手と言われている人まで、よく知っているんですね。日常的に会
話をして、よく会っていたりしていまして、ある意味ずぶずぶだと言われればそれまでな
んですけれども、逆にその分だけ信頼は厚いです。機動力があります。石巻とか、被災後
比較的早く産業向けの金融が立ち上がったというような話がちょっと昔あったんですけれ
ども、それも実はそういうふうな人間関係的なバックボーンがあったので、つまりお互い
の信頼関係があるので、何か緊急的に何か打ち出したときにそれをじゃあ俺たちも乗るぜ
というふうな話ができやすいという話は聞いたことがあります。それから似たような話は
いっぱいいっぱいあるんですけれども、やはりそういう意味での付き合い方というのはあ
ると思います。半年ほど前に東北で被災している漁村の立ち上げに奔走しているような方
たちと、それから神戸の震災後の後始末をされた産業振興の方とが同席されたシンポジウ
ムに行ったことがあるんですけれども、そこで神戸の人たちが言っていたことが印象的で
した。東北の人たちは役所が全然動かないんだというふうに非常に強く漏らしておられて
いたんですけれども、神戸の人が一刀両断にですね、役所というのはそんなところですよ
と言うんですよね。そういう構えを付き合って尻を叩くということを自分たちがやらない
と役所が動かないんだから、どう尻を叩くかを考えるべきなんだというふうに言ってい
らっしゃいました。補足です、すみません。
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○前泊博盛
　官僚の関連で私は実は８月 （２０１２年）に内閣府の沖縄担当部局に呼ばれて勉強会に参
加しました。雑誌『世界』で政府の沖縄振興策を批判的に検証した関係で、「今後の振興
策はどうするのか」という質問を受けました。批判ばかり書いていたものですから、「じゃ
あ先生どうするんですか」と呼ばれて返答しました。そのときに感じたことですが、以前
の沖縄開発庁時代は、官僚の最高ポストに沖縄開発事務次官がありました。「事務次官」で
す。そこに上がるために各省庁のエリートたちが凌ぎを削っていました。沖縄開発庁の場
合は、自治省と総理府と大蔵省の３省庁が３人の局長ポストも含めて「次官」も論番でやっ
ていました。その点では、課長を経験して一度は出身官庁に戻ったりもしますが、その後
に局長、事務次官と上がっていく過程で長く沖縄に関わる人たちがいました。沖縄に対し
て惚れる人たちがいました。沖縄にこだわり、沖縄問題の解決に執念を燃やす人たちがい
ました。例えば、沖縄に行ったらヒージャー（ヤギ料理）を食べる、サンシン（沖縄三味
線）も弾ける、琉球民謡もプロ並みに歌える、泡盛も贔屓の銘柄があって、古酒のうまさ
も味わいかたも知っている。その辺をよく理解している人たちが大体局長クラスになって
いました。
　ところが、最近そういう人たちが少なくなりました。いや、いなくなったといった方が
いいほどです。ある日、突然いきなり沖縄担当の統括官にほかの省庁からぽんと来て、そ
のあと次官に上がっていく。こういうことがあって沖縄を知らない、地域を知らない人が
沖縄の振興策を担当するようになってきています。
　最近は「官官接待」は禁止されていますから、県庁と省庁との間で飲む機会はめっきり
減っています。なぜか自腹を切ってまでのみたいという人、付き合いたいと思えるが少な
くなっているのだと思います。人の付き合いもなくなってきて希薄化しています。
　先ほど「ずぶずぶの関係」という話をしましたけれども、「ずぶずぶ」とは「密着型」
「以心伝心型」の付き合いという方が適切かもしれません。その以心伝心が難しくなって
いる。沖縄県の担当者だけでなく、内閣府の関係者からも、そんな関係づくりが非常に難
しい時代になってきているという話を聞きました。
　これまでにも沖縄振興のために、たくさんの制度がつくられてきました。自由貿易特区
や金融特区、観光特区、情報特区など、他の地域がうらやましがるほどたくさんの特区や
制度が作られてきた。それなのに、なぜか沖縄の経済は伸び悩み、失業率は全国最悪、賃
金は最低で、所得も最低、貯蓄率も最低水準、公共事業は増えても「ザル経済」といわれ
るように本土企業に逆流していってしまう。
　ここまでくると沖縄振興に必要なことは制度や特区、予算をたくさんつけるということ
だけではだめで、大事なのはやはり「魂」を入れるというところではないかという気がし
ます。内閣府での勉強会でも、最後の結論として官僚の皆さんに言ったのは「愛がない」
という問題点でした。沖縄振興に取り組む官僚たちは、沖縄に対して愛情をもってほしい、
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あるいは、沖縄に対する愛情がある人たちが担当になってほしい。愛情のある人たちが作
れば、制度や特区も使える制度、成果を出せる制度ができると思います。沖縄に対して愛
情のかけらもない人たちがいくら立派な政策をつくっても、使えないし効果を出せない。
　制度を作っても、実際には使えないように政令、骨抜きをするような省令政令規則の中
で、骨抜きをするというのが今ずっと続いているように思います。法律をつくっても、制
度をつくっても使えない制度にしていくことを平気でやってしまうような官僚たちが生ま
れていることを、やはり問題視しなければいけないのではないかと思っています。
○司会
　はい、ありがとうございます。ほかに意見はありますか。産業政策を考えるにあたって、
逆に産業政策や官僚や政府はあてにならないので、やはり自分たちで自立していこうとい
うのは、とてもポジティブな視点だと思います。富澤先生が語ってくださったNPOの事
例をはじめ、そのキーパーソンの存在ですね。これがやはり鍵になるのではないかなと思
います。例えば大分の湯布院での温泉のまちづくり等々、様々な事例を見ますと、そこに
キーパーソンがいた。そのキーパーソンはどうやって育てるのか。様々な地域でベン
チャー育成支援策等々をしていますけれども、必ずしもパッとした政策の結果を出してい
るとはまだ言えない状態です。それではキーパーソンはどうやって生まれたかというと、
実はアドホックで、たまたま生まれたということがあるんですね。そこでたまたま生まれ
たキーパーソンになりうる人たちをいかに邪魔せずに育成していくかという上で重要なも
のが、先ほど富澤先生がおっしゃったズブズブの信頼関係だと思うんですよ。まだ若きベ
ンチャーの人たちはアイデアを持っているけれども、それをうまく言語化できない。そし
てそれを商品化するチャンスを持っていない。そういった中で、それを育成、インキュ
ベートしていく信頼関係といったものをいかにつくっていくか。そこで前泊先生がおっ
しゃる郷土愛といったものが大きく関係してくるのかなと思います。ほかにありますか。
○村上了太
　先ほど地域活性化で今回、大城先生が参画をされていたソーシャルビジネス研究会を４
月からやっているんですけれども、それ関係で言えることはやはり地域の若者。「よそも
の、ばかもの、若者」と言われていますね。やはり既存の概念にとらわれずに果敢に努力
している人間こそがやはり地域を育てる。私も国頭村からちょっと民泊事業を立ち上げた
方を呼んで聞いたときはやはり県外から、東京から移り住んできた人が、この国頭村の奥
間という部落を立ち上げるためには、つまり美ら海水族館までは来るんだけれども、それ
より北に観光客を延ばしたといったらその人がキーワードになって頑張っている事例とか、
沖縄でも結構こういうふうなことがあるんです。やはりキーワードは最近の流行りでした
らソーシャルと名のつくソーシャルキャピタルとか、ソーシャルビジネスとか、あるいは
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コミュニティビジネスとか、そういったものが多分、今回の締めくくりになるのかなとい
うふうに思って、岩橋先生が最後まとめるかなと思います。以上です。
○司会
　ありがとうございます。ちょうど時間もきましたけれども、私はそういうまとめ方はし
たくないんですね。と言いますのも、美しすぎるんですね。確かに「つながり」やソーシャ
ルはとても大切だし、今後の２１世紀において社会関係資本というものが重視されていくの
は確かなんですけれども、しかしながらやはりそこには純然たる利害対立が、二極化の構
造があるわけなんですね。ですので私たちは仲良くすると同時にたたかわなければならな
いこともあるのではないかと思います。それからごめんなさい、ちょっとまとめに入らせ
ていただきます。「産業政策と地域振興」という共通テーマで、産業政策に不備がある、こ
ういった問題点があるということが分かりました。それでは、どうしていけばよいのかと
いう中で、自立すべきだ、もう頼らないといった意見が出ました。そしてキーパーソンを
はじめ、様々なものが生まれつつある状況といったことを知ることができたということで、
かなり前向きな気分になれた気がします。したがって「産業政策と地域振興」といったも
のにつきましては、もう政府や国は頼りにならないうえに、我々自身の間にも対立があり、
どうしようもなさそうな二極化の問題もありますが、そういった混沌・カオスの状況の中
で、いかに理想を達成していくのか。そして今の社会ではない新たなパラダイム転換であ
る、大城先生のおっしゃる新しい社会を我々がいかにつくっていくのか、そういったこと
についていくつもの大きな宿題をいただけたと思います。
　それでは時間もまいりましたので、最後に各先生方からのお名前を紹介させていただき
ます。沖縄国際大学　大城保先生、ありがとうございました。
（拍　手）
○司会
　札幌大学　小山茂先生、ありがとうございました。
（拍　手）
○司会
　鹿児島国際大学　富澤拓志先生、ありがとうございました。
（拍　手）
○司会
　沖縄国際大学　前泊博盛先生、ありがとうございました。
（拍　手）
○司会
　今回のシンポジウムを開催するにあたりまして、準備に何ヶ月もかかりました。その準
備におかれましては、研究支援課の比嘉課長をはじめ、多くの職員さんのご協力により、
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このシンポジウムを無事開くことができました。職員さんにこの場を借りて感謝申し上げ
ます。
（拍　手）
○司会
　そして、きょう遠いところからお越しいただいた方も多いと思います。きょうはフロア
にご参加して様々な刺激的な質問、意見を投げかけて下さったフロアの皆様方に心より感
謝を申し上げます。本日はありがとうございました。
（拍　手）
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